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はじめに 

 

 人口減少・少子高齢化が進む中、相続件数の増加や土地利用ニーズの低下、土地の

所有意識の希薄化が進行しており、いわゆる「所有者不明土地」の増加が見込まれて

います。 

 所有者不明土地は、公共事業や民間主体による開発事業の実施に際し、土地の所有

者の探索等に多大な時間・費用を要するなど、円滑な土地利用の支障となっていると

ころです。 

また、所有者による自発的な管理が行われる可能性が低い土地であり、適正に管理

されないまま放置されることにより、周辺地域への土砂の崩落などの災害や、害虫の

発生などの悪影響の要因となる場合もあります。 

 今後、高齢化の進展による相続機会の増加等により、ますます深刻化するおそれが

あり、所有者不明土地問題の解決は喫緊の課題となっています。 

こうした状況を背景に、令和４年の所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別

措置法の一部を改正する法律により、所有者不明土地対策計画制度が創設されました。 

現在、空家等対策の推進に関する特別措置法第７条に基づく空家等対策計画（以下

「空家等対策計画」という。）は県内の多くの市町村で作成していますが、所有者不明

土地対策計画の作成は進んでいない状況です。 

所有者不明土地対策を着実に推進するためには、市町村がその区域内の土地の利

用・管理状況等を踏まえた計画を作成することが重要です。 

また、国の補助制度（所有者不明土地等対策事業費補助金）を活用するためには、

所有者不明土地対策計画にその地域における対策を講ずべき土地や取組内容を位置付

ける必要があるため、早期の作成が求められます。 

このため、市町村が所有者不明土地対策計画を作成する際の参考となるよう、本手

引きを作成しました。 

作成に当たっては、国土交通省が作成した「所有者不明土地対策計画作成の手引き」

や他市町村の計画を参考に具体的な事例・内容を取り入れました。 

市町村におかれては、本手引きを活用し、地域の実情に合った所有者不明土地対策

計画を作成いただければ幸いです。 

 

※ ※ 本手引きは、所有者不明土地対策計画を作成する際の参考とするために作成し

たものであり、必ずしも本手引きで示す案文どおりとする必要はありません。 
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第１章 所有者不明土地対策計画の構成 

 

所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（以下「法」という。）第 45

条第２項では、所有者不明土地対策計画には、おおむね次の①から⑧までに示す事項

を記載することとされています。 

 

●所有者不明土地対策計画の記載事項 

① 所有者不明土地の利用の円滑化等を図るための施策に関する基本的な方針 

② 地域福利増進事業を実施しようとする者に対する情報の提供又は助言その他の所有者

不明土地の利用の円滑化を図るために講ずべき施策に関する事項 

③ 所有者不明土地の確知所有者に対する情報の提供又は助言その他の所有者不明土地の

管理の適正化を図るために講ずべき施策に関する事項 

④ 地域福利増進事業等を実施しようとする区域内の土地その他の土地に係る土地所有者

等の効果的な探索を図るために講ずべき施策に関する事項 

⑤ 低未利用土地の適正な利用及び管理の促進その他所有者不明土地の発生の抑制のため

に講ずべき施策に関する事項 

⑥ 所有者不明土地の利用の円滑化等を図るための体制の整備に関する事項 

⑦ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する普及啓発に関する事項 

⑧ その他所有者不明土地の利用の円滑化等を図るために必要な事項 

 

国土交通省が作成した「所有者不明土地対策計画作成の手引き」（以下「国手引き」

という。）では、計画の構成については、必ずしも上記事項の全てを記載する必要はな

く、また、事項の名称や順序についても市町村の判断で自由に記載できるものとされ

ています。 

ただし、法第 45条第１項に基づいて作成された計画であることについては、計画の

中に明示する必要があります。 

また、必ずしも単独の計画ではなく、例えば、空家等対策計画や立地適正化計画な

ど、類似の計画や親和性の高い計画に上記に相当する内容を追加し、兼ねた計画とす

ることも可能とされています。 

本県では、多くの市町村で空家等対策計画を作成していますが、単独の計画とする

か、兼ねた計画とするかは、各市町村の実情に応じて検討するようお願いします。 

なお、所有者不明土地対策計画と空家等対策計画ではそれぞれ施策が異なるため、

法定の記載事項も異なっています。 

このため、本手引きでは、単独の計画、兼ねた計画のいずれの場合でも参考となる

よう、上記②から⑤及び⑦の記載事項については、空き家対策と共通的な施策（発生

予防の推進、利活用の推進、適正管理）の体系に沿って記載しています。 
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【参考】空家等対策計画の記載事項 

① 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に

関する対策に関する基本的な方針 

② 計画期間 

③ 空家等の調査に関する事項 

④ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

⑤ 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

⑥ 特定空家等に対する措置（助言若しくは指導、勧告、命令又は代執行）その他の特定空

家等への対処に関する事項 

⑦ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

⑧ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

⑨ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 
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第２章 所有者不明土地対策計画の記載事項 

 

法第 45 条第２項で計画におおむね記載することとされている事項について、具体

的な記載事項は以下のとおりです。 

 

１ 所有者不明土地対策の基本的な方針（法第 45条第２項第１号関係） 

（１）背景・目的 

【案文】 

 ・・・（空家等に関する記載等）・・・ 
 また、近年、人口減少・高齢化や相続件数の増加等に伴い、「低未利用土地」や不

動産登記簿等のみでは所有者が判明しない「所有者不明土地」が増加しています。 

 これらの土地は、地域の活性化や公共事業等の実施の支障となるほか、適正な管

理が実施されないことで、周辺の環境や景観、防犯に対して様々な問題を引き起こ

すおそれがあります。 

 このため、本市(町・村)ではこうした事態を防ぐため、今後更なる増加が見込ま

れる低未利用土地・所有者不明土地（以下「所有者不明土地等」という。）に対して、

総合的かつ計画的な対策を講じていくため、「○○市（町・村）（空家等及び）所有

者不明土地対策計画」を作成します。 

【本項の考え方】 

国手引きの作成例を参考に記載しています。 

所有者不明土地による悪影響など、計画を作成することとした背景や目的を記載し

ます。ここでは一般的な内容を記載していますが、具体的な事例があれば、必要に応

じて記載してください。 

 

（２）位置付け 

【案文】 

 （空家対策及び所有者不明土地等対策について連携することで、両対策を一体的・
総合的に推進する観点から、）本計画は、（空家等対策の推進に関する特別措置法第
７条第１項の規定による「空家等対策計画」及び）所有者不明土地の利用の円滑化

等に関する特別措置法（以下「所有者不明土地法」という。）第 45 条第１項の規定

による「所有者不明土地対策計画」として（を兼ねて）作成するものです。 

（上位計画に即したものとする場合） 

 また、○○市総合計画及び○○市都市計画マスタープランを上位計画として、そ

のうち、所有者不明土地等対策に関する対策計画として作成するものです。 

【本項の考え方】 

国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 法第 45条第１項の規定に基づく計画であることを必ず明記してください。 

 総合計画や都市計画マスタープラン等に即したものとして計画を位置付けることで、

対策の取組を市町村の施策全体の中に体系的に位置付けることが可能となります。 

また、空家等対策計画を策定している市町村は、当該計画に所有者不明土地対策を

追記し、両計画を兼ねるものとすることで、一体的な推進が図られ、両対策の円滑化・

効率化が期待されます。 
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（３）現状・課題 

【案文】 

ア 現状 

① 人口・世帯数 

 令和〇年における本市(町・村)の人口は約〇万人であり、〇年の〇人をピークに

減少に転じており、今後も全国的な傾向と同様に減少が続くと推計されています。 

一方で、高齢化率（総人口に対する 65歳以上の割合）は年々増加しており、更な

る高齢化社会を迎えようとしています。 

 世帯数は約〇万世帯であり、１世帯当たり人口は（増加・減少）傾向にあり、令

和〇年には〇人となっています。また、直近 10年間では約〇万世帯の（増加・減少）

となっています。 

 

 

 

 

【本項の考え方】 

国手引きには記載のない内容です。 

所有者不明土地対策の課題や取組の根拠として、人口（年齢別人口）・世帯数の推移

や将来推計等を記載しています。 

 特に、高齢者世帯（単身世帯、夫婦のみの世帯）は、将来的に空き家や所有者不明

土地等になるリスクを抱えているため、これらの世帯数や将来推計等を整理してくだ

さい。 

 また、地域別のデータが分かる場合は、重点的に取り組むべき地域等を把握するた

め、整理しておくことが望ましいと考えます。 

 なお、空家等対策計画と一体で作成する場合で、既に記載されている場合は、改め

て記載する必要はありません。 

 

【案文】 

② 土地利用の現況 

 本市(町・村)における土地利用状況としては、（平成・令和）〇年度の調査で、宅

地及び駐車場などの雑種地が約〇％、田・畑などの農地が約〇％、山林が約〇％、

その他が約〇％となっています。 

【本項の考え方】 

 上記と同様に、土地利用の現況を分析し、記載することで、地域の実情を反映した

課題の抽出や取組方針を立てることが可能となります。 

 また、地域別のデータが分かる場合は、重点的に取り組むべき地域等を把握するた

め、整理しておくことが望ましいと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

（人口・世帯数の推移などを示した図表を掲載） 
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【案文】 

イ 対策の課題 

例１) 

 郊外部には、高度経済成長期に建設された住宅団地が多く存在し、建物の老朽化

や所有者の高齢化が進んでいます。今後は、管理不全土地や所有者不明土地等とな

るおそれがあります。所有者の特定や土地の活用に取り組むとともに、地域の魅力

や活性化を高めるための施策を推進する必要があります。 

 

例２） 

 中心市街地の空洞化が進行し、空き家や空き店舗、空き地が増加しており、住環

境の悪化や防犯上の課題等が顕在化しています。今後は、利活用などにより地域の

活性化等に取り組む必要があります。 

 

例３） 

 山林が多い地域であり、管理されていない森林や所有者不明土地が多数存在して

います。地域の美しい自然環境を保護する一方で、所有者不明土地等の問題に取り

組むため、所有者の特定や土地の適切な管理、利用を推進する必要があります。 

【本項の考え方】 

 前記の現状を踏まえ、市町村の実情に応じた課題を記載しています。 

 地域の特性に合わせた課題を記載することで、対策の有効性を高め、より実効性の

ある計画とすることができるものと考えます。 

 

（４）取組方針 

【案文】 

 本市(町・村)における所有者不明土地等対策は、現状や課題、実態調査の結果等

を踏まえて、以下の３つの取組方針に基づき各施策を進めることとします。 

①発生予防の推進 

 新たな所有者不明土地の発生を未然に防止するため、所有者不明土地等対策の基

本として、所有者等への周知・意識啓発を推進します。 

②利活用の推進 

 利用可能な所有者不明土地等の有効活用を図るため、利活用の支援を推進します。 

③適正管理及び管理不全状態の解消 

 所有者不明土地等に関する効率的な情報収集と管理、また、管理不全状態の土地

等に係る管理の適正化のための措置について検討を進めます。 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 国手引きでは、所有者不明土地等が及ぼす課題や対策の切迫度は地域によって異な

るため、地域の実情を踏まえ、優先順位を考慮して取組方針を定めることとされてい

ます。 

このため、本手引きでは、法第 45条第２項で記載すべきとされる施策を以下の３つ

の柱に分類して記載しています。 

① 発生予防の推進 

所有者等への情報提供・意識啓発、相談・支援体制の整備 

② 利活用の推進 
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地域福利増進事業の実施、低未利用土地に係る空き地バンク等の活用 

③ 適正管理及び管理不全状態の解消 

法及び条例による指導等、他法令等による対応 

 

 必ずしも上記の３本柱とする必要はありませんが、取組方針の設定に当たっては、

法第 45条第２項各号に規定する内容を踏まえて、検討してください。 

 なお、国の補助制度を活用する場合には、計画に当該施策が位置付けられている必

要がありますので、留意してください。 

 

（５）対象とする地域・土地 

【案文】（市町村内全域を対象とする場合） 

 本市(町・村)では、年々、人口減少・少子高齢化の進行とともに土地の相続件数

が増加しており、今後、地域を問わず管理不全状態となる土地が発生するおそれが

あることから、本計画では、市（町・村）内全域を対象地域と定めます。 

 また、対象とする土地は、所有者不明土地法第２条第１項に規定する所有者不明

土地、土地基本法（平成元年法律第 84 号）第 13 条第４項に規定する低未利用土地

（及び○○市空き地の管理の適正化に関する条例第○条に規定する空き地）としま

す。 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 対象とする地域は、特に重点的に対策を進めようとする地域（中心市街地、公共事

業予定地、モデル地域等）がある場合には、市町村内全域ではなく、一部の地域のみ

を対象とすることも考えられます。 

 対象とする土地は、所有者不明土地、低未利用土地、空き地条例に位置づけられた

土地等が考えられます。 

 

（６）計画期間 

【案文】 

 本計画の計画期間は、令和○年○月〇日から令和○年○月〇日までの○年間とし

ます。 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 法では、計画期間についての定めはありませんが、計画の実効性を高めるため、各

市町村の取組や他の関連する計画等に合わせて設定します。 
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２ 所有者不明土地対策の具体的な施策 

（１）発生予防の推進（法第 45条第２項第３号・第５号・第７号関係） 

【案文】  

ア 所有者等への情報提供・意識啓発 

 所有者不明土地等の利用の円滑化や管理の適正化を推進するため、土地の利活用

を希望する者や土地所有者に対して、適切に情報提供を行います。 

 また、所有者不明土地等の発生に起因する悪影響やリスク､相続登記の必要性など

について広く周知し、所有者やその親族等の意識啓発を図っていきます。 

【主な取組（例）】 

・市町村の広報誌・ウェブサイト、各種セミナー・相談会等の場を通じた土地の適

正な管理や積極的な利活用の呼びかけ 

・土地の適正な管理や利活用の方法・支援内容をまとめた冊子の作成・配布 

・固定資産税納税者に管理不全土地の適正管理を促すチラシの送付 

・相続登記の申請義務化や相続土地国庫帰属制度の周知 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 所有者不明土地の発生原因の多くは、相続登記や住所変更登記の未了であることか

ら、国では、相続登記の義務化や相続土地国庫帰属制度の創設など民事法制の見直し

を行い、所有者不明土地の発生を予防する取組を強化しています。 

 また、法務省ＨＰでの広報やパンフレットの発行等により新制度の認知向上に向け

た様々な広報活動を実施していますが、住民に身近な市町村でも積極的に周知・啓発

等を行うことで、所有者不明土地の発生予防に繋がるものと考えます。 

 このため、所有者不明土地の発生予防を推進するための取組として、所有者不明土

地に関する周知啓発等について具体的な施策を検討し、記載してください。 

 令和６年６月に行った市町村アンケートの結果では、多くの市町村で広報誌やホー

ムページへの各種制度の掲載、相続登記義務化に関するポスターやパンフレット（法

務省）の掲示・配架、固定資産税納税通知書へのチラシの同封などを実施しています。 

引き続き、所有者等への情報提供・意識啓発における効果的な取組について検討して

ください。 

 なお、【主な取組】欄の記載はあくまでも例示ですので、記載内容は各市町村の判断

となりますが、他の市町村への横展開を図る意味でも具体的な取組事例については積

極的に記載をしていただきたいと考えます。 

 

【案文】  

イ 相談・支援体制の整備 

 土地所有者等からの「相続」、「売買・賃貸（利活用）」、「管理」などの様々な相談

に対応する相談窓口を整備します。 

【主な取組（例）】 

・所有者不明土地等の利活用や管理不全土地に係る住民からの相談窓口の整備 

・関係団体等との連携による個別相談会等支援の実施 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 所有者不明土地に関する各種相談や周知に係る支援体制等についても、具体的な施

策を検討し、記載してください。  
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（２）利活用の推進（法第 45条第２項第２号・第４号・第５号・第７号関係） 

【案文】 

ア 地域福利増進事業の実施 

 活用したい意向があるにもかかわらず所有者が分からなくて困っている土地につ

いて、地域福利増進事業制度により活用できることを活動団体、事業者、住民等に

対して市（町・村）の広報誌やウェブサイト等で周知するほか、住民、事業者等に

よる積極的な利活用に当たって相談や協力ができる支援体制を整備します。 

 また、所有者不明土地法第 43条に基づく土地所有者等関連情報の利用・提供を円

滑に行える体制を整備するとともに、関係団体等との連携により支援を行います。 

併せて、○○（例：市による地域福利増進事業の実施）についても検討します。 

【主な取組（例）】 

・地域福利増進事業を実施しようとする者に対する土地の所有者探索のための所有

者等関連情報の提供 

・地域福利増進事業を実施しようとする者からの問い合わせ等に対して、法的な手

続や解釈に関する助言等の支援 

・地域福利増進事業を実施する者に対する財政的な支援 

・地域福利増進事業の制度や手続、支援措置等の周知（市町村の広報誌やウェブサ

イト等） 

・所有者不明土地等の利活用に係る住民等への相談窓口の整備 

・○○地区（例：密集市街地）において、地域福利増進事業制度を活用し〇〇（図

書館、教育文化施設、防災空地等）を整備 

・所在が分からない所有者の探索方法の流れ及び手続の周知 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

国では、計画に基づき実施する地域福利増進事業や土地所有者の探索事業への補助

制度を創設し、市町村や民間事業者等への財政支援を行っています。 

 これらを実施することで、管理不全状態を防止し、地域の環境改善に繋がるものと

考えます。 

 このため、所有者不明土地等の利活用を推進するための取組として、地域福利増進

事業の周知や相談、支援体制等について具体的な施策を検討し、記載してください。 

 例えば、除却した特定空家等の跡地が所有者不明土地である場合に、生活環境の保

全を図るため、地域福利増進事業制度により当該敷地を活用すること、あるいは、空

家等活用促進区域において隣接して存在する空き家と所有者不明土地がそれぞれ単独

での活用は困難な場合に、一体的な活用を促すため、中心市街地に必要な施設を整備

することなどが考えられます。 
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【案文】 

イ 低未利用土地に係る空き地バンク等の活用 

 低未利用土地を所有者不明土地にしないために、所有者による利活用や適切な管

理を促すとともに、空き家・空き地バンク等を活用し活用希望者とのマッチング等

を行います。 

 また、低未利用土地等の利活用・管理に取り組む団体を所有者不明土地利用円滑

化等推進法人に指定し、連携して取組を進めます。 

【主な取組（例）】 

・低未利用土地の利活用に係る相談窓口の整備 

・低未利用土地の適正な管理及び利活用 

・空き家・空き地バンクの運営及び周知 

・低未利用土地等のマッチング 

・所有者不明土地利用円滑化等推進法人の募集及び指定 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 低未利用土地や空き地の流通促進を行うことは、所有者不明土地の発生抑制にも資

することと考えますので、施策の例として空き地バンクを挙げています。 

 令和６年６月に行った市町村アンケートの結果では、未利用地の利活用のための空

き地バンクを設置している市町村は全体の約２割（13市町村）にとどまっていました。 

空き地バンク未設置の市町村においては、空き地バンクの設置や空き家バンクの拡

充について、検討を進めていただくようお願いします。 

 

（３）適正管理及び管理不全状態の解消（法第 45条第２項第３号関係） 

【案文】 

ア 所有者不明土地法及び条例による指導等 

 管理不全により周辺に悪影響を及ぼしている所有者不明土地等については、本来、

所有者が自ら適切に管理する責務を有することから、確知された所有者に対して、

適切な管理を促すとともに、市（町・村）の支援制度等の情報提供を行います。 

 その上で、管理不全状態の所有者不明土地等について、行政手続法（平成５年法

律第 88号）第２条第６号に規定する助言・指導を行います。 

 それでもなお管理状態の改善が図られない所有者不明土地等については、所有者

不明土地法第 38 条各項の措置（又は○○市空き地の管理の適正化に関する条例第

○条）に基づく勧告・命令・代執行等を行うことを検討します。 

 所有者不明土地等の適切な管理のため、迅速な対応を必要とするなど特に必要が

あると認めるときは、所有者不明土地法第 42 条各項に基づく裁判所に対する管理

命令の発令等の請求を行うことについても検討します。 

 なお、空き地等に係る実態調査や地域住民からの相談・通報等により、管理不全

状態の土地等に係る具体の事案を把握したときは、別に定める、管理の適正化のた

めの措置の実施に係る判断基準や手続等に基づき、適切に対応します。 

【主な取組（例）】 

・管理不全土地等に対する措置（勧告・命令・代執行） 

・裁判所に対する管理人の専任等の請求 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 
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所有者不明土地が適切に管理されない場合、そのまま放置すれば災害の発生など周

辺地域へ悪影響を及ぼすリスクが増大します。 

 法では、管理不全状態の適正化のため、市町村長に対し、民法の特例による財産管

理制度の活用や災害等発生防止のための勧告・命令・代執行の権限を付与しています。 

 市町村は、所有者不明土地の管理の適正化のための措置を講ずるよう努めなければ

ならないとされているため、その方法や手順を示すことで、地域住民の安心・安全を

確保できるものと考えます。 

 このため、所有者不明土地等の適正管理及び管理不全状態の解消を進める取組とし

て、周知や助言・指導等について具体的な施策を検討し、記載してください。 

 なお、「所有者不明土地の管理の適正化のための措置に関するガイドライン（令和６

年１月・国土交通省）」では、措置の対象となる管理不全状態の例や手続の基本的な考

え方を示していますが、管理不全に該当するかなど具体的な判断基準は、地域の実情

に合わせて定めることとされています。 

 このため、県では、国のガイドラインを補完し市町村の事務処理を支援するため、

判断基準（チェックリスト）や手順等に関するマニュアルの作成を予定しています。 

 

【案文】 

イ 他法令等による対応 

 アの措置が適用され得る土地であっても、その地目や、措置の規模、土地上の建

物の有無等に応じて、最適な措置を検討します。 

 地目が田、畑などの農地の場合は、農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律第 65

号）、地目が山林などの森林の場合は、森林経営管理法（平成 30年法律第 35号）に

基づき、個別に必要な措置を講じることを検討します。 

 また、管理不全状態の解消に当たって、崖崩れなど多数の人命や財産に関わるよ

うな場合でアンカー工事などの大規模工事が必要となる措置については、宅地造成

及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191号）や急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）に基づく改善命令や対策工事等による対

応を検討します。 

 このほか、管理不全状態の解消等に当たって、所有者不明土地法のみでの対応が

困難な場合は、関係部署と連携して他法令による措置を検討します。 

【本項の考え方】 

 国手引きには記載のない内容です。 

所有者不明土地が農地や森林である場合は、所有者不明土地法のみでの対応が困難

な場合があります。 

例えば、山林については林業振興又は原生林化等の施策により管理していく必要が

ありますが、所有者不明山林が増加するとこれら施策の推進に支障を来たすこととな

ります。そこで、個別に対応するために森林経営管理法が制定され、所有者不明山林

の解消を図っていくこととされました。 

 こうした所有者不明土地法のみでは対応できない土地や事案等について、関連法に

よる措置を想定し記載しています。 

 なお、内容については、国のガイドラインを要約して記載していますが、市町村の

実情を踏まえ、必要に応じて記載してください。 
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３ 所有者不明土地対策の体制整備（法第 45条第２項第６号関係） 

（１）所有者不明土地対策協議会の設立 

【案文】 

 所有者不明土地法第 46条に基づき、〇〇市（町・村）所有者不明土地対策協議会

を設立し、専門的見地や地域の実情を踏まえて本計画の作成及び変更等について幅

広く議論を行い、総合的かつ計画的に所有者不明土地対策を推進します。 

【本項の考え方】 

国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 市町村、推進法人、地域福利増進事業の施行者のほか、必要に応じて、都道府県、

国の行政機関、学識経験者等を加えることが可能です。  

また、対策の実効性を高めるため、地域における土地の相続や取引、登記手続等の

事情に精通している有識者として、宅地建物取引業者、弁護士、司法書士、土地家屋

調査士、行政書士、不動産鑑定士等を構成員に加えることも考えられます。 

なお、国では、令和５年２月に「空き家対策と所有者不明土地等対策の一体的・総

合的推進（政策パッケージ）」をとりまとめ、空き家対策との一体的・総合的な対策を

推進しています。 

このため、県では、空き家対策と所有者不明土地対策の一体的・総合的な推進のた

め、令和６年度に「埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議」を設置し、対策の

主体である市町村や関係団体との連携強化を図りました。 

協議会の設立に当たっては、こうしたネットワークを積極的に活用してください。 

なお、空家等対策の推進に関する特別措置法第８条で規定される協議会（以下「空

家等対策協議会」という。）が設置されている場合には、兼ねた協議会とすることも考

えられます。 

 

（２）庁内の体制整備 

【案文】  

 本市(町・村)においては、相談窓口の充実を図るとともに、下表の庁内関係部署

において、横断的な連携を図り、本計画を推進します。  
 

業務内容（主な役割） 対応部署 

土地の適正管理に関すること ○○部○○課 

低未利用土地の利活用に関すること △△部△△課 

地域福利増進事業に関すること  

所有者の探索に関すること  

推進法人の指定に関すること  

空き家の適正管理・利活用に関すること  

地籍調査に関すること  

  

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 所有者不明土地の課題は分野横断的で多岐にわたるため、関係部署が緊密に連携し

て対処する必要があります。 

特に、空き家対策と所有者不明土地対策の部署が異なる市町村が多いと思いますが、

一体的・総合的に取り組むため、庁内の連携体制を整備するようお願いします。 
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（３）関係団体等との連携 

【案文】 

 本市(町・村)においては、司法書士会や行政書士会をはじめ、他の関係団体との

密接な連携を強化します。 

 これらの関係団体と定期的な協議等を行い、課題の共有や解決策の検討を行うと

ともに、各々の専門分野におけるアイデアを生かしながら、各施策・取組を積極的

に行うことで、対策全体を推進していきます。 
 

相談内容 関係団体（相談窓口） 

相続登記手続き・法律問題等に関すること 埼玉司法書士会 

各種許認可申請手続き・書類作成に関すること 埼玉県行政書士会 

相続土地国庫帰属制度に関すること 法務省さいたま地方法務局 

  

【本項の考え方】 

国手引きには記載のない内容です。 

 所有者不明土地対策を効果的に進めるためには、行政だけではなく、司法書士会や

行政書士会など関係団体との連携が必要です。 

 特に、住民向けの個別相談会やセミナーの開催など、周知啓発に当たっては関係団

体の協力が有効と考えます。 

 

（４）計画の管理 

【案文】 

 本計画は、施策の進捗や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行う

こととします。 

 また、本計画の見直しに合わせて、市（町・村）内における（空家等及び）所有

者不明土地等の管理状況について把握することを検討します。 

【本項の考え方】 

 国手引きの作成例を参考に記載しています。 

 施策の進捗等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行うことを記載します。 

 なお、後段については、実態把握の実施予定がない場合は、必ずしも記載する必要

はありません。 
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第３章 所有者不明土地対策計画の協議・公表等 

 

１ 計画の協議 

市町村は、計画の作成及び変更に関する協議等を行うため、協議会を組織するこ

とができます。（法第４６条第１項） 

また、市町村が計画を作成又は変更しようとする際に、協議会が組織されている

場合は、計画に記載する事項について協議会において協議することとされています。

（法第４５条第３項） 

なお、協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は当該協議

結果を尊重することとされています。（法第４６条第５項） 

計画の作成に際して、協議会を組織するかどうかは任意ですが、例えば、空家等

対策計画と兼ねた計画として作成する場合には、所有者不明土地対策協議会と空家

等対策協議会（若しくはこれらを兼ねた協議会）で、計画の作成及び変更について

協議する必要がありますので、御留意ください。 

 

２ 計画の公表等 

市町村は、計画を作成したときは、遅滞なくこれを公表するとともに、都道府県

にその写しを送付することとされています。（法第４５条第４項） 

公表方法は市町村の裁量に委ねられていますので、例えば、市町村のウェブサイ

トや広報誌など、空家等対策計画等の取扱いを参考に公表するようお願いします。 

また、県に送付する場合は、電子データを以下の担当アドレスあてにメールで送

付するようお願いします。 

（送付先） 

担 当：土地水政策課 土地政策担当 

Email：a2180-01＠pref.saitama.lg.jp 
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（参考）所有者不明土地対策計画の作成例 

※ 単独の場合を想定して記載していますが、空家等対策計画と兼ねた場合は、適宜記

載を加えてください。 

○○市（町・村）（空家等及び）所有者不明土地対策計画 

 

１ （空家等及び）所有者不明土地対策の基本的な方針 

（１）背景・目的 

 ・・・（空家等に関する記載等）・・・ 
  また、近年、人口減少・高齢化や相続件数の増加等に伴い、「低未利用土地」や

不動産登記簿等のみでは所有者が判明しない「所有者不明土地」が増加していま

す。 

  これらの土地は、地域の活性化や公共事業等の実施の支障となるほか、適正な

管理が実施されないことで、周辺の環境や景観、防犯に対して様々な問題を引き

起こすおそれがあります。 

  このため、本市(町・村)ではこうした事態を防ぐため、今後更なる増加が見込

まれる低未利用土地・所有者不明土地・空き地（以下「所有者不明土地等」とい

う。）に対して、総合的かつ計画的な対策を講じていくため、「○○市（町・村）

（空家等及び）所有者不明土地対策計画」を作成します。 

 

（２）位置付け 

  （空家対策及び所有者不明土地等対策について連携することで、両対策を一体
的・総合的に推進する観点から、）本計画は、（空家等対策の推進に関する特別措
置法第７条第１項の規定による「空家等対策計画」及び）所有者不明土地の利用

の円滑化等に関する特別措置法（以下「所有者不明土地法」という。）第 45 条第

１項の規定による「所有者不明土地対策計画」として（を兼ねて）作成するもの

です。 

（上位計画に即したものとする場合） 
  また、○○市総合計画及び○○市都市計画マスタープランを上位計画として、

そのうち、所有者不明土地等対策に関する対策計画として作成するものです。 

 

（３）現状・課題 

・・・（空家等に関する記載等）・・・ 
 ア 現状 

 ①人口・世帯数 

    令和〇年における本市(町・村)の人口は約〇万人であり、〇年の〇人をピ

ークに減少に転じており、今後も全国的な傾向と同様に減少が続くと推計さ

れています。 

    一方で、高齢化率（総人口に対する 65 歳以上の割合）は年々増加してお

り、更なる高齢化社会を迎えようとしています。 

    世帯数は約〇万世帯であり、１世帯当たり人口は（増加・減少）傾向にあ

り、令和〇年には〇人となっています。また、直近 10年間では約〇万世帯の

（増加・減少）となっています。 
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 ②土地利用の現況 

    本市(町・村)における土地利用状況としては、（平成・令和）〇年度の調査

で、宅地及び駐車場などの雑種地が約〇％、田・畑などの農地が約〇％、山

林が約〇％、その他が約〇％となっています。 

 

 イ 対策の課題 

  例１) 

   郊外部には、高度経済成長期に建設された住宅団地が多く存在し、建物の老

朽化や所有者の高齢化が進んでいます。今後は、管理不全土地や所有者不明土

地等となるおそれがあります。所有者の特定や土地の活用に取り組むとともに、

地域の魅力や活性化を高めるための施策を推進する必要があります。 

  例２） 

   中心市街地の空洞化が進行し、空き家や空き店舗、空き地が増加しており、

住環境の悪化や防犯上の課題等が顕在化しています。今後は、利活用などによ

り地域の活性化等に取り組む必要があります。 

  例３） 

   山林が多い地域であり、管理されていない森林や所有者不明土地が多数存在

しています。地域の美しい自然環境を保護する一方で、所有者不明土地等の問

題に取り組むため、所有者の特定や土地の適切な管理、利用を推進する必要が

あります。 

 

（４）取組方針 

 ・・・（空家等に関する記載等）・・・ 
  本市(町・村)における所有者不明土地等対策は、現状や課題、実態調査の結果

等を踏まえて、以下の３つの取組方針に基づき各施策を進めることとします。 

 ①発生予防の推進 

   新たな所有者不明土地の発生を未然に防止するため、所有者不明土地等対策

の基本として、所有者等への周知・意識啓発を推進します。 

 ②利活用の推進 

   利用可能な所有者不明土地等の有効活用を図るため、利活用の支援を推進し

ます。 

 ③適正管理及び管理不全状態の解消 

   所有者不明土地等に関する効率的な情報収集と管理、また、管理不全状態の

土地等に係る管理の適正化のための措置について検討を進めます。 

 

（５）対象とする地域・土地 

（市町村内全域を対象とする場合） 
  本市(町・村)では、年々、人口減少・少子高齢化の進行とともに土地の相続件

数が増加しており、今後、地域を問わず管理不全状態となる土地が発生するおそ

れがあることから、本計画では、市（町・村）内全域を対象地域と定めます。 

（人口・世帯数の推移などを示した図表を掲載） 



- 17 - 

 

  また、対象とする土地は、所有者不明土地法第２条第１項に規定する所有者不

明土地、土地基本法（平成元年法律第 84 号）第 13 条第４項に規定する低未利用

土地（及び○○市空き地の管理の適正化に関する条例第○条に規定する空き地）

とします。 

 

（６）計画期間 

  本計画の計画期間は、令和○年○月〇日から令和○年○月〇日までの○年間と

します。 

 

２ （空家等及び）所有者不明土地対策の具体的な施策 

（１）発生予防の推進 

 ア 所有者等への情報提供・意識啓発 

   所有者不明土地等の利用の円滑化や管理の適正化を推進するため、土地の利

活用を希望する者や土地所有者に対して、適切に情報提供を行います。 

また、所有者不明土地等の発生に起因する悪影響やリスク､相続登記の必要性

などについて広く周知し、所有者やその親族等の意識啓発を図っていきます。 

 【主な取組（例）】 

  ・市町村の広報誌・ウェブサイト、各種セミナー・相談会等の場を通じた土地

の適正な管理や積極的な利活用の呼びかけ 

  ・土地の適正な管理や利活用の方法・支援内容をまとめた冊子の作成・配布 

  ・固定資産税納税者に管理不全土地の適正管理を促すチラシの送付 

  ・相続登記の申請義務化や相続土地国庫帰属制度の周知 

 

 イ 相談・支援体制の整備 

   土地所有者等からの「相続」、「売買・賃貸（利活用）」、「管理」などの様々な

相談に対応する相談窓口を整備します。 

 【主な取組（例）】 

  ・所有者不明土地等の利活用や管理不全土地に係る住民からの相談窓口の整備 

  ・関係団体等との連携による個別相談会等支援の実施 

 

（２）利活用の推進 

 ア 地域福利増進事業の実施 

   活用したい意向があるにもかかわらず所有者が分からなくて困っている土地

について、地域福利増進事業制度により活用できることを活動団体、事業者、

住民等に対して市（町・村）の広報誌やウェブサイト等で周知するほか、住民、

事業者等による積極的な利活用に当たって相談や協力ができる支援体制を整備

します。 

   また、所有者不明土地法第 43条に基づく土地所有者等関連情報の利用・提供

を円滑に行える体制を整備するとともに、関係団体等との連携により支援を行

います。併せて、○○（例：市による地域福利増進事業の実施）についても検

討します。 
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 【主な取組（例）】 

  ・地域福利増進事業を実施しようとする者に対する土地の所有者探索のための

所有者等関連情報の提供 

  ・地域福利増進事業を実施しようとする者からの問い合わせ等に対して、法的

な手続や解釈に関する助言等の支援 

  ・地域福利増進事業を実施する者に対する財政的な支援 

  ・地域福利増進事業の制度や手続、支援措置等の周知（市町村の広報誌やウェ

ブサイト等） 

  ・所有者不明土地等の利活用に係る住民等への相談窓口の整備 

  ・○○地区（例：密集市街地）において、地域福利増進事業制度を活用し〇〇

（図書館、教育文化施設、防災空地等）を整備 

  ・所在が分からない所有者の探索方法の流れ及び手続の周知 

 

 イ 低未利用土地に係る空き地バンク等の活用 

   低未利用土地を所有者不明土地にしないために、所有者による利活用や適切

な管理を促すとともに、空き家・空き地バンク等を活用し活用希望者とのマッ

チング等を行います。 

   また、低未利用土地等の利活用・管理に取り組む団体を所有者不明土地利用

円滑化等推進法人に指定し、連携して取組を進めます。 

 【主な取組（例）】 

  ・低未利用土地の利活用に係る相談窓口の整備 

  ・低未利用土地の適正な管理及び利活用 

  ・空き家・空き地バンクの運営及び周知 

  ・低未利用土地等のマッチング 

  ・所有者不明土地利用円滑化等推進法人の募集及び指定 

 

（３）適正管理及び管理不全状態の解消 

 ア 所有者不明土地法及び条例による指導等 

   管理不全により周辺に悪影響を及ぼしている所有者不明土地等については、

本来、所有者が自ら適切に管理する責務を有することから、確知された所有者

に対して、適切な管理を促すとともに、市（町・村）の支援制度等の情報提供

を行います。 

   その上で、管理不全状態の所有者不明土地等について、行政手続法（平成５

年法律第 88号）第２条第６号に規定する助言・指導を行います。 

   それでもなお管理状態の改善が図られない所有者不明土地等については、所

有者不明土地法第 38条各項の措置（又は○○市空き地の管理の適正化に関する

条例第○条）に基づく勧告・命令・代執行等を行うことを検討します。 

   所有者不明土地等の適切な管理のため、迅速な対応を必要とするなど特に必

要があると認めるときは、所有者不明土地法第 42条各項に基づく裁判所に対す

る管理命令の発令等の請求を行うことについても検討します。 
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   なお、空き地等に係る実態調査や地域住民からの相談・通報等により、管理

不全状態の土地等に係る具体の事案を把握したときは、別に定める、管理の適

正化のための措置の実施に係る判断基準や手続等に基づき、適切に対応します。 

 【主な取組（例）】 

  ・管理不全土地等に対する措置（勧告・命令・代執行） 

  ・裁判所に対する管理人の専任等の請求 

 

 イ 他法令等による対応 

   アの措置が適用され得る土地であっても、その地目や、措置の規模、土地上

の建物の有無等に応じて、最適な措置を検討します。 

   地目が田、畑などの農地の場合は、農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律

第 65号）、地目が山林などの森林の場合は、森林経営管理法（平成 30年法律第

35号）に基づき、個別に必要な措置を講じることを検討します。 

   また、管理不全状態の解消に当たって、崖崩れなど多数の人命や財産に関わ

るような場合でアンカー工事などの大規模工事が必要となる措置については、

宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191号）や急傾斜地の崩壊に

よる災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）に基づく改善命令や対

策工事等による対応を検討します。 

   このほか、管理不全状態の解消等に当たって、所有者不明土地法のみでの対

応が困難な場合は、関係部署と連携して他法令による措置を検討します。 

 

 

３ （空家等及び）所有者不明土地対策の体制整備 

（１）（空家等及び）所有者不明土地対策協議会の設立 

  所有者不明土地法第 46条に基づき、〇〇市（町・村）所有者不明土地対策協議

会を設立し、専門的見地や地域の実情を踏まえて本計画の作成及び変更等につい

て幅広く議論を行い、総合的かつ計画的に所有者不明土地対策を推進します。 

 

（２）庁内の体制整備 

  本市(町・村)においては、相談窓口の充実を図るとともに、下表の庁内関係部

署において、横断的な連携を図り、本計画を推進します。 

 

（３）関係団体等との連携 

  本市(町・村)においては、司法書士会や行政書士会をはじめ、他の関係団体と

の密接な連携を強化します。 

業務内容（主な役割） 対応部署 

土地の適正管理に関すること ○○部○○課 

低未利用土地の利活用に関すること △△部△△課 

地域福利増進事業に関すること  

所有者の探索に関すること  

推進法人の指定に関すること  

空き家の適正管理・利活用に関すること  

地籍調査に関すること  
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  これらの関係団体と定期的な協議等を行い、課題の共有や解決策の検討を行う

とともに、各々の専門分野におけるアイデアを生かしながら、各施策・取組を積

極的に行うことで、対策全体を推進していきます。 

 

（４）計画の管理 

  本計画は、施策の進捗や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行

うこととします。 

  また、本計画の見直しに合わせて、市（町・村）内における（空家等及び）所

有者不明土地等の管理状況について把握することを検討します。 

 

相談内容 関係団体（相談窓口） 

相続登記手続き・法律問題等に関すること 埼玉司法書士会 

各種許認可申請手続き・書類作成に関すること 埼玉県行政書士会 

相続土地国庫帰属制度に関すること 法務省さいたま地方法務局 

  

 


